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令和７年度に発生した災害により被災した医療施設等に係る 

災害復旧費補助金の活用意向の報告について 

 

今般、厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室長より、  

各都道府県の災害医療主管部（課）長宛に標記の事務連絡が発出されました。 

本事務連絡は、令和 7 年度に発生した災害により被災した医療施設等の復旧に

必要な経費について、医療施設等災害復旧費補助金の所要額を把握する目的から、

各都道府県で活用の意向がある施設及び所要額の概算を取りまとめて提出するこ

とを依頼するものです。 

「医療施設等災害復旧費協議書（様式１）」の提出期限は発災日から１ヶ月以内

とされておりますが、既に発災から１ヶ月以上経過している災害については、 9

月 16 日（火）が提出期限とされています。 

対象となる医療施設としては、「公的医療機関」、「政策医療実施機関」及び「医

療関係者養成所施設」等となっております。また、補助の対象となる費用として

は、「建物及び建物附属設備」、「医療用設備」及び「医療機関の医療機器、医療関

係者養成所施設の教材（激甚災害に限る）」となっておりますが、施設区分により

対象となる経費等が異なりますのでご留意下さい（添付資料の別紙１別添を参照）。 

取りまとめ後、国により実地調査が行われることとされており、添付資料の  

別紙１に調査にあたり必要となる資料（チェックリスト）が記載されております。

特に、復旧前の被災箇所すべての写真や、復旧費の積算根拠（見積書など）等が

求められておりますので、ご周知徹底のほどよろしくお願いいたします。  

なお、医療施設等から厚生労働省に直接提出しないよう、留意事項が付されて

おりますので申し添えさせていただきます。  

本年度、被災された都道府県医師会各位におかれましては、本調査につきご対

応お願い申し上げますとともに、被災されていない都道府県医師会各位におきま

しても、ご了知おき下さいますようお願いいたします。  



 

事 務 連 絡 

令和７年８月 15 日 

各都道府県衛生主管部(局) 

災害医療主管部（課)長 殿 

 

厚生労働省医政局地域医療計画課 

救急・周産期医療等対策室長 

 

令和７年度に発生した災害により被災した医療施設等に係る災害復旧費補助金の 

活用意向の報告について（依頼） 

 

 平素より災害医療対策の推進にご協力をいただき、ありがとうございます。 

 今年度に発生した台風・地震等をはじめとする災害により被災した医療施設等の復旧に必

要な経費について、医療施設等災害復旧費補助金（以下「補助金」という。）の所要額を把握

することとしています。 

 つきましては、管内医療施設等へ添付の「医療施設等災害復旧費補助金のご案内（別紙１）」

及び「実地調査について（別紙２）」を参考資料として配布いただき、補助金活用の意向があ

る施設をとりまとめ、下記１の書類を下記担当者まで電子メールにてご提出いただきますよ

う、お願いいたします。 

なお、当課において取りまとめ後、対象医療施設等に対し実地調査を行うこととしており

ますが、具体的なスケジュール等は担当者から別途連絡いたします。 

被災地の早期復旧のため、ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

  

記 

 

１．ご提出いただくもの 

・医療施設等災害復旧費協議書（様式１） 

※ 被災した医療施設等の復旧に必要な経費を把握する必要がありますので、所要額

の概算を医療施設等災害復旧費補助金の活用意向取りまとめ表（別添）により取りま

とめの上、お知らせください。 

※ 通例、協議書の提出期限は発災日から１ヶ月以内としておりますが、既に発災か

ら１ヶ月以上経過している災害については、９月 16日（火）までにご提出ください。 

 

２．補助金の申請について 

その他補助金の申請に必要な書類の提出期限については、別途、担当者から連絡いた

します。なお、それまでに被害額の確認できる書類（見積書等）の準備をお願いいたし

ます。 

 

３．留意事項 

１、２に係る書類については、医療施設等から貴都道府県を経由して提出いただくこ

ととし、厚生労働省に直接提出されないようお願いいたします。 

 

【担当者】 

厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産期医療等対策室 

災害医療対策専門官 中村    E-mail: nakamura-ayako01@mhlw.go.jp 

災害医療係長    真保栄   E-mail: mahoe-miyako@mhlw.go.jp 



医療施設等災害復旧費補助金のご案内
～ 被災された医療機関等の皆さまへ ～

地震や台風、豪雨等の自然災害により医療施設等が被災した場合、公的医療機
関や政策医療を実施している医療機関等、一定の要件に該当する医療施設等の建
物や医療用設備などを復旧（※）するための費用について、国がその一部（費用
の１／２（激甚災害により被災した公的医療機関は２／３））を補助する制度があります。

（※）原則、被災前の位置に被災施設と形状、寸法及び材質の等しい施設に復旧する場合

○下記は一例です。補助対象施設などの詳しい内容は （別添） をご覧ください。

✓ 医療機関

（公的医療機関）
・都道府県、市町村若しくは地方自治法第２８４条第１項に規定する一部事務組合、

国民健康保険団体連合会若しくは国民健康保険法施行法第２条の規定により国民健
康保険を行う普通国民健康保険組合、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、
全国厚生農業協同組合連合会又は社会福祉法人北海道社会事業協会の設置する病院
及び診療所

（政策医療実施機関（公的医療機関を除く））
・救命救急センター、病院群輪番制病院及び共同利用型病院、救急告示病院、在宅当

番医制診療所（歯科を含む）、休日夜間急患センター、休日等歯科診療所、災害拠
点病院、へき地医療拠点病院、周産期母子医療センター、小児救急医療拠点病院、
在宅医療実施病院（診療所及び歯科診療所を含む）など

✓ 医療関係者養成所施設
・看護師等養成所、理学療法士等養成所、救急救命士養成所、歯科衛生士養成所

✓ その他
・研修医のための研修施設、病院内保育所、看護師宿舎など

○ 建物及び建物附属設備の復旧費用
○ 医療用設備（ＣＴ、ＭＲＩ、リニアックなどの建物と一体として復旧を行う医療機器）の復旧費用
○ 医療機関の医療機器、医療関係者養成所施設の教材（※）の復旧費用

※ 激甚災害により被災した場合に限る

※ 修理費などの復旧費用が、１品あたり５０万円（歯科の場合は１０万円）以内は除く

補助の対象となる施設

補助の対象と なる 費用

補助の対象と ならない 費用（一例）

次の費用は申請内容に含めないでください。
× 土地（敷地、構内道路、屋外運動場、法面、駐車場など）、造園
× 工作物（囲障、門など）
× 消耗品、ベッド、椅子、机及びその他事務機器等
× 救急車等の車両
× 賃貸の建物、リースの医療機器

※ 復旧のための費用の合計（税込）が８０万円に満たない場合

１

別紙１



２

国による実地調査の実施

○補助金を活用して復旧を行う場合、国（厚生労働省及び財務省（局））による実地調査
を行い、被災箇所や復旧方法、復旧費用について確認する必要があります。

✓ 調査する内容

・医療施設等の所在地における災害の状況
※『○○市では、△△△△（台風○号、××地震など）により（具体的な被災状

況）した』など

・建物等の被害状況
※ 被災事実の確認が不可欠です。

必ず復旧前の被災箇所すべての写真を撮ってください。その際は、被災範囲
（数量）などが確認できるようメジャーを添えるなどのほか、可能な限り明瞭
に撮影してください。実地調査時に被害状況が確認できない場合、補助対象外
とすることがあります。

・復旧方法
※ 工事内容（施工方法など）の確認を行います。

専門的な説明も必要になりますので、説明ができる体制を確保してください。
施工業者等の立会・同席も可能です。

・復旧にかかる費用
※ 工事費や修理費の根拠について確認を行います。

復旧方法と同様に、費用についても説明ができる体制を確保してください。
費用の根拠が施工業者の見積書の場合、複数（３社以上）の見積書を用意して
ください。
（やむを得ない理由により複数の見積書が用意できない場合は、その理由を書
面にして実地調査の際に提出してください。）

✓ 調査の方法

・県庁会議室または被災施設（現地）などにおいて、上記について確認を行います。

✓ 調査にあたり必要となる資料（チェックリスト）

□ 医療施設等災害復旧費協議書（様式１）

□ 医療施設等災害復旧費実地調査表（様式２）

□ 災害発生原因や程度（震度）がわかる資料
※ 地元地方気象台の発表した観測記録や、都道府県・市町村防災担当部署が作

成した資料など

□ 図面、被災箇所すべての写真（写真は主なものを印刷し、その他はパソコン等の
画面で確認する方法でも構いません。）

□ 復旧費の積算根拠（見積書など）

□ 医療機器にかかる備品台帳など、当該施設の所有であることを証明する資料



基準額 補助率

建物 医療用設備
医療機器

注）激甚災害
の場合に限る

（激甚災害の場合） （激甚災害の場合）

　都道府県、市町村若しくは地方自治法第284条第1項に規定する一部事務組合（以下「市
町村」という。）、国民健康保険団体連合会若しくは国民健康保険法施行法第2条の規定
により国民健康保険を行う普通国民健康保険組合、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財
団済生会、全国厚生農業協同組合連合会又は社会福祉法人北海道社会事業協会の設
置する病院及び診療所

○ ○ ○
１／２

（２／３）

　都道府県、市町村等、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協
同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、全国社会保険協会連合会、医療法
人、学校法人、社会福祉法人、医療生活協同組合及びその他厚生労働大臣が認める者
の設置するへき地診療所（医師及び看護師住宅を含む。）

○ ○ ○ １／２

　都道府県の医療計画等に基づき、都道府県知事の要請を受けた病院の開設者の設置
する救命救急センター

○ ○ ○
769,100千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　都道府県知事又は市町村長等の要請を受けた病院の開設者の設置する病院群輪番制
病院及び共同利用型病院

○ ○ ○
80,200千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　救急病院等を定める省令に基づき、都道府県知事が認定した救急病院であって、都道
府県が定める医療計画において、第二次救急医療を実施している病院

○ ○ ○
80,200千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　災害救助法の適用市町村に所在する病院であって、地方公共団体の委託等により地区
医師会毎に在宅当番により休日・夜間における診療等を実施している病院

○ ○ ○
80,200千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　災害救助法の適用市町村に所在する診療所であって、地方公共団体の委託等により地
区医師会毎に在宅当番により休日・夜間における診療等を実施している診療所

○ ○ ○
13,139千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　災害救助法の適用市町村に所在する歯科診療所であって、地方公共団体の委託等によ
り地区歯科医師会毎に在宅当番により休日・夜間における歯科診療を実施している歯科
診療所

○ ○ ○
13,139千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　災害救助法の適用市町村に所在する休日夜間急患センターであって、市町村が行う（委
託を含む）休日夜間急患センター

○ ○ ○
13,139千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　災害救助法の適用市町村に所在する歯科診療所であって、地方公共団体が休日・夜間
における診療又は心身障害者（児）に対する診療を行う（委託を含む）歯科診療所

○ ○ ○
13,139千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　災害救助法の適用市町村に所在する診療所であって、時間外対応加算１、２及び３に関
する施設基準の届出を地方厚生（支）局に行っている診療所

○ ○ ○
13,139千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

○ ○ ○
677,268千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

○ ○ ○
447,449千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　都道府県知事の指定を受けた病院の開設者の設置するへき地医療拠点病院 ○ ○ ○
229,200千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　都道府県が指定する総合周産期母子医療センター又は認定する地域周産期母子医療
センター

○ × ○
83,300千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　都道府県又は都道府県知事の要請を受けた病院の開設者の設置する小児救急医療拠
点病院

○ ○ ○
28,155千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　都道府県が定める医療計画において、居宅等における医療（在宅医療）を実施している
病院

○ ○ ○
80,200千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　都道府県が定める医療計画において、居宅等における医療（在宅医療）を実施している
診療所

○ ○ ○
13,139千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　都道府県が定める医療計画において、居宅等における医療（在宅医療）を実施している
歯科診療所

○ ○ ○
13,139千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

医療施設等災害復旧費補助金　補助対象等一覧

　都道府県又は都道府県知事の要請を受けた災害拠点病院で、厚生労働大臣が適当と
認める開設者の設置する災害拠点病院

 へき地医療拠点病院

 公的医療機関施設

 へき地診療所

 政策医療実施機関

 救命救急センター

厚生労働大臣の
定める額

 病院群輪番制病院及び共同利用型病院

 在宅当番医制診療所

 在宅当番医制歯科診療所

区分

対象経費

 救急告示病院

 在宅当番医制病院

 小児救急医療拠点病院

 在宅医療実施病院

 在宅医療実施診療所

 在宅医療実施歯科診療所

補助対象施設

 災害拠点病院（地域災害拠点病院）

 休日夜間急患センター

 休日等歯科診療所

 時間外診療実施診療所

 災害拠点病院（基幹災害拠点病院）

 周産期母子医療センター

（別添）



基準額 補助率

建物 医療用設備
医療機器

注）激甚災害
の場合に限る

（激甚災害の場合） （激甚災害の場合）
区分

対象経費

補助対象施設

（別添）

　都道府県が定める医療計画において、がん医療を実施している診療所 ○ ○ ○
13,139千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　都道府県が定める医療計画において、脳卒中医療を実施している病院 ○ ○ ○
80,200千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　厚生労働大臣が適当と認める者の設置する腎移植施設（原則、都道府県一か所（人口
400万人以上の都道府県は二か所）

○ × ○
44,300千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　厚生労働大臣が指定する者の設置する老人デイケア施設 ○ ○ ○
165,200千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　厚生労働大臣が適当と認める者の設置する共同利用施設 ○ ○ ○
388,900千円

（厚生労働大臣の定める額）
１／２

　保健師助産師看護師法第19条、第20条、第21条又は第22条の規定による指定を受ける
ことのできる保健師、助産師、看護師及び准看護師の学校及び養成所
　（学校教育法第1条に規定する学校を除く）

○ × × １／２

　理学療法士及び作業療法士法第11条又は第12条の規定による指定を受けることのでき
る理学療法士又は作業療法士の学校及び養成所
　（学校教育法第1条に規定する学校を除く）

○ × × １／２

　救急救命士法第34条の規定による指定を受けることのできる救急救命士の学校及び養
成所
　（学校教育法第1条に規定する学校を除く）

○ × × １／２

　歯科衛生士法第12条の規定による指定を受けることのできる歯科衛生士の学校及び養
成所
　（学校教育法第1条に規定する学校を除く）

○ × × １／２

　医科大学若しくは大学医学部の附属病院（国立大学法人の開設したものを除く。以下同
じ。）又は臨床研修病院（営利法人又は個人の設立した病院を除く。）の開設者の設置す
る地域医療研修センター

○ × × 59,600千円 １／２

　医科大学若しくは大学医学部の附属病院、歯科大学若しくは大学歯学部の附属病院（国
立大学法人の開設したものを除く。）又は臨床研修病院の開設者の設置する研修医のた
めの研修施設

○ × × 198,700千円 １／２

　日本赤十字社、社会福祉法人、全国厚生農業協同組合連合会、健康保険組合若しくは
その連合会、国民健康保険団体連合会若しくは国民健康保険組合、共済組合若しくはそ
の連合会、公益法人、一般社団法人、一般財団法人又は医療法人等の設置する病院内
保育所

○ × ×
厚生労働大臣の

定める額
１／２

　都道府県、市町村等、日本赤十字社、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人、
健康保険組合若しくは健康保険組合連合会、国民健康保険組合若しくは国民健康保険団
体連合会又は厚生労働大臣が適当と認める者の設置する看護師宿舎

○ × ×
既存面積（1人当たり33㎡を限度）

×1/2×198,300円
１／２

　都道府県の設置する救急医療情報センター ○ × × 13,100千円 １／２

※ 補助額 ： 実際の事業費（厚生労働省等による実地調査に基づく額）と、基準額を比較して、低い方の額に補助率を乗じた額。　（千円未満切り捨て）

※ 国、独立行政法人（独立行政法人通則法第2条第1項に規定する独立行政法人をいう。）若しくは国立大学法人（国立大学法人法第2条第1項に規定する国立大学法人をいう。）又は医療法第7条の2第1項第二号～第五号に掲げる者の

　　設置するものは対象外。

※ 厚生労働大臣の定める額：上限なし

 がん医療実施診療所

 脳卒中医療実施病院

厚生労働大臣の
定める額

 理学療法士等養成所

 腎移植施設

 老人デイケア施設

 共同利用施設

 医療関係者養成所施設

 看護師等養成所

 看護師宿舎

 救急医療情報センター

 救急救命士養成所

 歯科衛生士養成所

 研修施設

 地域医療研修センター

 研修医のための研修施設

 病院内保育所



別紙２ 

実地調査について 

 

医療施設等災害復旧費補助金は、平成7年3月1日厚生省発健政第22号厚生事務次

官通知の別添「医療施設等災害復旧費補助金交付要綱」に基づき交付します。 

なお、医療施設等災害復旧費補助金は、別添の「厚生労働省所管補助施設災害復旧

費実地調査要領（令和６年6月21日会発第0621第1号）」等に基づく実地調査により交付

額が決定します。 

 

１．事前準備について 

（１）「医療施設等災害復旧費補助金のご案内（別紙１）」の「国による実地調査の実施」を

参照の上、準備をお願いします。 

（２）電子メールにて都道府県担当部局あて、別途、都道府県が指定する期日までに以下

の資料を提出してください。 

・「医療施設等災害復旧費協議書」（様式１） 

・「医療施設等災害復旧費実地調査表」（様式２） 

 

２．実地調査について 

（１）「医療施設等災害復旧費実地調査表」（様式２）に記載した被災の状況や所要額の

積算根拠（数量、金額）等について調査します。 

（２）調査時においては、（１）の内容を確認するので、施工内容など専門的な内容を把握

されている被災施設の担当者又は工事施行業者から説明をお願いします。 

（３）写真及び図面等に番号を付けるなどして、被災場所を書面で特定できるようにしてく

ださい。 

 

３．早期着工について 

実地調査前に復旧事業を行う場合、被災の事実確認のため、被災した状況の分か

る写真が必要不可欠であることから、被災の程度（範囲、数量、規格）等が確認できる

よう、メジャーを添える等して出来るだけ明瞭に撮影してください。 

 

４．その他 

（１）災害復旧は、原則として、「原形復旧」であり、被災前より高価な資材、高機能な医療

機器等による復旧は減額査定の対象となる場合があります。 

（２）協議書提出後に、追加工事の発生や一部工事の取り止めなどにより所要額が変更

となる場合は、実地調査前に担当者に連絡してください。 



様式１

名 称 設 置 主 体

設 置 年 月 日

災 害 の 種 類

発　　生
原 因 等

主要部分
の

破損状況

区　　　　分 員　数 単　価（円） 金　額（円） 摘　　　　　　要

計 0

医療施設等災害復旧費協議書

施 設 種 類

所 在 地

建物の規模・構造

被 災 年 月 日

被 害 の
状    況

入 所 者 の 状 況 被害なし

災害復旧所要額
及びその内訳

備　　　　　　考



様式１

救急告示病院 名 称 ○○病院 設 置 主 体 医療法人〇〇会

設 置 年 月 日 平成○年○月○日

災 害 の 種 類

発　　生
原 因 等

主要部分
の

破損状況

区　　　　分 員　数 単　価（円） 金　額（円） 摘　　　　　　要

①建物修繕工事 一式 8,000,000 令和○年○月○日着工

令和○年○月○日竣工

②受水槽復旧工事 一式 3,000,000 令和○年○月着工予定

令和○年○月竣工予定

③給水、給湯管復
旧工事

一式 2,000,000 令和○年○月着工予定

令和○年○月竣工予定

④ボイラー修繕工
事

一式 1,000,000 令和○年○月着工予定

令和○年○月竣工予定

⑤諸経費 一式 2,240,000

⑥ＣＴ撮影装置復
旧工事

一式 30,000,000 令和○年○月着工予定

令和○年○月竣工予定

⑦消費税及び地方
消費税

一式 3,699,200

計 49,939,200

　当院所在地域のアメダス地点で観測された降水量は、令和○年○月○日は○．○ミリ、同年
同月○日は○．○ミリ、･･･であり、降水量の総和は○日間で○．○ミリであった。当該降雨
により建物床上浸水が発生した。

災害復旧所要額
及びその内訳

備　　　　　　考

【記載例】医療施設等災害復旧費協議書

入 所 者 の 状 況 被害なし

被 害 の
状    況

○○県○○市○○・・・・・・

　建物床上浸水(50㎝)による床及び内外壁の損壊、天井部分の損壊による雨漏り、受水槽、給
水・給湯管、ボイラー、ＣＴ撮影装置の故障

施 設 種 類

所 在 地

建物の規模・構造

被 災 年 月 日

鉄筋鉄骨コンクリート造○階建

令和○年○月○日 令和○年○月の大雨 暴風、洪水、高潮、地震、
その他の異常な天然現象で
あることを地元地方気象台
発表の観測記録、都道府
県・市町村防災担当課等が
作成した資料等、客観的に
証明できる資料を添付して
ください。

個人開設の場合は個人名を
入力してください。

※被災後1ヶ月以内に提出
するものは、概算額で差
し支えありません。（災
害復旧所要額及びその内
訳の入力も不要）

後日、医療施設等災害復
旧費実地調査表（別紙
２）の提出依頼に合わせ
て、見積書等入手の上、
所要額の確定、内訳の入
力をお願いします。



医療施設等災害復旧費補助金の活用意向取りまとめ表

担当者名

連絡先電話番号

（円）

項番 都道府県 名称 設置主体 所在地 施設種類 被災年月日 主な被災状況 災害復旧所要額

             -

都道府県担当部署名

合計

1/1



様式２

数量 単位 単価 金額 数量 単位 単価 金額

合　　計

（注）災害箇所は、別添建物配置図朱記のとおり。

　　　（写真も添付するときは番号を付し、災害箇所と対比させること。）

医療施設等災害復旧費実地調査表（総括表）
（施設名：                                    　）

名　　　　称
被害申請額 査　　定　　額

備　考



様式２

数量 単位 単価 金額 数量 単位 単価 金額

　　　　計 0

（注）災害箇所は、別添建物配置図朱記のとおり。

　　　（写真も添付するときは番号を付し、災害箇所と対比させること。）

医療施設等災害復旧費実地調査表（個表）
（施設名：                                    　）

名　　　　称
被害申請額 査　　定　　額

備　考



様式２

数量 単位 単価 金額 数量 単位 単価 金額

 1.建物修繕工事 1 式 8,000,000

 2.受水槽復旧工事 1 式 3,000,000

 3.給水、給湯管復旧工事 1 式 2,000,000

 4.ボイラー修繕工事 1 式 1,000,000

 5.諸経費 1 式 2,240,000

 6.ＣＴ撮影装置復旧工事 1 式 30,000,000

 7.消費税及び地方消費税 1 式 3,699,200

合　　計 49,939,200 0

（注）災害箇所は、別添建物配置図朱記のとおり。

　　　（写真も添付するときは番号を付し、災害箇所と対比させること。）

医療施設等災害復旧費実地調査表（総括表）
（施設名：○○病院　　　　　　　　　）

名　　　　称
災害復旧所要額 査　　定　　額

備　考

施設種類が複数ある場合は、施設種類

毎に総括表及び個表を作成する。

80万円未満は調査（補助）対象外

消費税及び地方消費税は各個表には記載せず、
まとめて総括表に計上する。

諸経費は各個表には記載せず、まとめて総括表に計上する。
諸経費は、厚生労働省所管補助施設災害復旧費実地調査要領の別表２に
定める率までとし、超えた額は減額する。
なお、諸経費の計算は次のとおり。
（消費税及び地方消費税を除いた建物補修の申請額全体）×（別表２の諸
経費率）

様式1「医療施設等災害復旧費協議書」の災
害復旧所要額の内訳（区分）と一致させる。



様式２

数量 単位 単価 金額 数量 単位 単価 金額

1号館

床補修　ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ貼り 5,300 ㎡ 600 3,180,000

内壁補修　ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り替え 4,000 ㎡ 400 1,600,000

養生・整理整頓・片付け 10 日 10,000 100,000

内部足場 400 ㎡ 300 120,000

（×）値引き △@@@@

　　　　計 5,000,000 0

（注）災害箇所は、別添建物配置図朱記のとおり。

　　　（写真も添付するときは番号を付し、災害箇所と対比させること。）

医療施設等災害復旧費実地調査表（個表）
（施設名：○○病院　　　　　　　　　）

名　　　　称
災害復旧所要額 査　　定　　額

備　考

見積書において値引きが行われている場合、
「値引き」単独では記載せず、事業費の中に
算入する。


